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第 I章

文献的考察



第I章文献的考察

A. 子ども虐待の現状と問題

厚生労働省の報道発表資料では1）、子ども虐待相談件数は急増しており、2013年は73,765 

件と過去最高の相談件数となっている。さらに、 2011年4月l日から 2012年3月31日ま

での 12か月間に発生した、子ども虐待による死亡事例は、 85事例（99人）であり、約半

数が0歳台の子どもであったことが報告されている。近年では、子ども虐待の1つである

乳幼児揺さぶられ症候群による死亡例や、死亡に至らないまでも重篤な障害を残す例が報

告されている引。乳幼児揺さぶられ症候群は、乳幼児を強く揺さぶることによって、頭蓋内

出血や眼底出血が生じ、後遺症として麻療や知的障害などが残り、最悪の場合には死亡す

る。このため、厚生労働省は、 2013年に「赤ちゃんが泣きやまない」の DVDを作成し、地

方公共団体に無償頒布し、乳幼児揺さぶられ症候群の啓発にカを入れている。母子健康手

帳にも乳幼児揺さぶられ症候群の情報を掲載し、発生予防にカを注いでいる。

さらに、厚生労働省の報道発表資料では1）心中以外の虐待死亡事例における、子ども虐

待の主たる加害者は、実父母が 26例（46.4国）と最も多いことが報告されている。心中以

外の虐待死亡事例の実母には、「育児不安j、「精神疾患」、「うつ状態」等の心理的精神的な

問題が背景にあることも報告されている。近年では、子ども虐待の背景要因として、産後

うつ病があることが明らかとなってきた。産後うつ病の発生頻度は、およそ 10～15%とい

われており 3) 4）、周産期におけるメンタルヘルス上の大きな課題となっている。

また、産後うつ病は、子どもへの愛着障害や虐待に進むケースも少なくない5) 6）。子ど

もの発育や発達に否定的影響をもたらすエピデンスが蓄積されており、母親の育児や家事

の負担を軽減するために、夫や家族は仕事等の家庭内の調整が必要となり、母親のみなら

ず、配偶者や他の家族にも影響を与えること等、母親のメンタルヘルスは子ども虐待予防

と子どもの健全な成長発達の促進のために重大な課題となっている。

子ども虐待の問題としては、子どもの生命の危機的状態としての問題はもちろんのこと

であるが、子どもの発育や発達にとって、長期的および将来的に否定的な影響をもたらす

ことは大きな問題である 7）～ 10）。 Bowlbyは、出産後早期のアタッチメントの重要性につ

いて述べている 11）。アタッチメントは、子どもと養育者との聞に形成される身体的・精神

的結びつきであるとし、良好なアタッチメントは、その後の安定した人間関係の基礎とな

るばかりか、共感性や道徳性の発達の基礎となると述べている。そのため、虐待という体

験は、子どもの健全な成長発達にとって、重要な基礎となるアタッチメントの形成が、阻

害される可能性が高いと考えられる。アタッチメントの形成には、母親の応答性と敏感性

が重要とされているが、母親の精神障害やうつ状態は、子どもへのこのような応対が不完

全となり、さらに子どもがかわいいと思えない、あるいは愛情がわかないという症状が見

られることもある 12) 1 3）。また、 Bowlbyは、 4～6か月までが愛着の臨界期であること、
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不安定な愛着はその後の成長、発達に大きな影響を与えかねないことを報告し、愛着形成

が人格形成にとって重要であることを述べており、このことからも子ども虐待予防を目的

とした支援が重要であることがわかる。

子ども虐待は、子どもの成長、発達にとって重大な問題を引き起こすことは明らかであ

るが、特にアタッチメント障害は、認知障害に持続的な悪影響を及ぼすというエピデンス

が多く 14）～ 1 9）、母親支援は、子どもの健全な成長発達にとって重要な課題である。

B. 子ど、も虐待に関連する要因について

母親の育児の負担感や不安を取り除くための、さまざまな取り組みが行われているが、

子ども虐待の発生件数に改善は見られず、子育てに対する負担感には、育児休業取得や経

済的支援などでは解決できない、育児に対する心理的精神的負担感の要因も多く存在して

いることが推察される。

子育てに対する心理的精神的負担感の課題について、大阪における調査2O）と兵庫におけ

る調査21）では、現代の母親は子どもの世話経験が少なく、さらに地域から孤立しやすい状

況にあること、子育てに自信をなくしている実態が報告されている。原因 22）は、子育ての

自信は、母親のメンタルヘルスとも関連しており、子どもの世話経験が少ないことは育児

ストレスにも関連していると考えられ、子育ての心理的精神的負担感への支援は重大な課

題であると指摘している。

現代の母親は、慣れない育児に直面し、負担J惑を感じ、自信を失いやすい状況にあると

いえる。子育てに対する自信のなさや低い自己効力感は、産後うつ病や愛着障害、子ども

虐待を引き起こすPスク要因ともなる可能性が示されている23) 24）。一方、自己効力感の

高い母親は、より良い親役割を実践できる機知に富んでいることが報告されている25）。

自己効力感について、 Banduraは26）自己効力感が変化する情報源として、「遂行行動の

達成」、「代理的経験J、「言語的説得J、「情報的喚起Jの4つをあげており、成功体験やモ

デリングや、言語によるフィードパックなどで自己効力感が影響されるとしている。坂野

らは27）、一般性自己効力感尺度を作成し、自己効力感は、個人がいかに多くの努力を払お

うとするか、あるいは嫌悪的な状況にいかに長く耐えることができるかを決定する要因に

なっていること、自己効力感の高低が個人の行動全般にわたって影響する可能性があるこ

とを示している。一般性自己効力感は、 3つの下位尺度で構成されている。「行動の積極性」

は、この下位尺度得点が高いときには行動に遂行に費やす努力が増大する傾向として定義

しており、「失敗に対する不安Jは、この下位尺度得点が低いときには失敗に対する不安が

高まり、過去に行った自己の失敗経験にこだわり、暗い気持ちになる傾向として定義して

いる。「能力の社会的位置づけ」は、この下位尺度得点が高いときには、一般的で社会的な

場面において自己の遂行を高く評価する傾向として定義している。このことから、自己効

力感は、育児という課題遂行にとって重要な要因の1っと考えられ、自己効力感を高める

ことは、育児の自信を高めることにもつながり、子どもの健全な成長発達を促進する鍵に
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なるといえる。健やか親子21においても、取り組むべき指標の1つとして『子育てに自

信が持てない母親の割合を減らすことJが目標に掲げられており、母親が自信を持てるよ

うな支援や教育が必要といえる。一方、母親が適切な支援が得られず、精神的負担感が大

きい場合には、母親の抑うつが母子相互作用にもたらす影響28）～ 3 1）や子どもの認知にも

たらす影響32）～ 4 1）も報告されている。母親は、子どもにとって最も重要な環境的要因で

あり、子ども虐待を予防する上で、母親支援は必要不可欠といえる。

一方、厚生労働省が作成したマニュアルである「子ども虐待対応の手引き」では42）、子

ども虐待のリスク要因として、①保護者側のリスク要因、②子ども側のリスク要因、③養

育環境のリスク要因の3つをあげている。保護者側のリスク要因としては、望まない妊娠

出産や産後うつ病や精神障害が重要なリスク要因となっている。また、子ども側のリスク

要因としては、未熟児など子どもの育てにくさをあげている、さらに、養育環境のリスク

要因としては、離婚再婚などの家庭環境や孤立した家庭、経済不安がある家庭などがリス

ク要因としてあげられている。厚生労働省のマニュアルでは、リスク要因のある保護者へ

の対応として、母子健康手帳交付の際の支援や乳幼児健康診査における関わりなど、行政

の母子保健事業における支援の重要性が述べられているが、子ども虐待の発生は増加の一

途を辿っている。

子ども虐待に関連する要因は、多々存在し、社会の変化や、少子化に伴う子育ての体験

の希薄化などの時代による特徴や変化も考えられるため、今後も継続的な研究を積み重ね

検証していくことが重要といえる。

c. 子ども虐待に対する施策について
平成 12年（2000年）に「児童虐待の防止等に関する法律Jが施行された。それ以前は、

「児童福祉法Jに、児童相談所への通告や一時保護などの事項が盛り込まれていた。「児童

虐待防止等に関する法律」では、第2条に子ども虐待の定義がはじめて定められた。これ

により、身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待の4種類が子ども虐待として定

義され、これらの具体的な行為も示されている。また、閏や地方公共団体の責務も明確に

されるなど、子ども虐待に対する本格的な取り組みが認知されるきっかけとなった法律と

いえる。この法律と平行して、児童福祉法及び母子保健法などにより子ども虐待への取り

組みや支援が行われているが、以下に主要な取り組みや支援を示した。

a.健やか親子21 

我が国の母子保健は、 20世紀中の取り組みの成果として既に世界最高水準にあるが、

妊産婦死亡や乳幼児の事故死について改善の余地がある。また、思春期における健康問題、

親子の心の問題の拡大など等、対応すべき課題が存在する。そこで、 2001年から始まった、

母子保健における国民運動である「健やか親子21」では43) 4 4）、（1）恩春期の保健対策

の強化と健康教育の推進 (2）妊娠・出産に関する安全性と快適さの確保と不妊への支援
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(3）小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備 (4）子どもの心の安らかな発

達の促進と育児不安の軽減の4つの課題ごとに具体的な取り組みの目標や指標について示

している。 4つ目の柱となっている「子どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減J

では、母親が育児を楽しめるような育児環境の整備が不可欠であることや、妊娠・出産・

育児に関する母親の不安を軽減し、育児を楽しみ、子どもの豊かな心の成長を育むための

取り組みを全国的に総合的に講じることは、 21世紀の母子保健上極めて重要な対策とい

うことを提唱している。

さらに、子ども虐待への対策として①保健所・市町村保健センタ一等ではこれまで明確

でなかった児童虐待対策を母子保健の主要事業のーっとして明確に位置付け、積極的な活

動を展開すること。②医療機関と地域保健が協力し被虐待児の発見、救出した後の保護、

再発防止、子どもの心身の治療、親子関係の修復、長期のフォローアップの取り組みを進

めること。③これらの活動にあたっては、児童相談所、情緒障害児短期治療施設等の福祉

関係機関、警察、民間団体等との連携を図ることの3つを掲げ、具体的な取り組みを示し

ている。 「虐待による死亡数」、 「法に基づき児童相談所等に報告があった被虐待児数」、

「子育てに自信が持てない母親の割合J、 「子どもを虐待していると思う親の割合」など

の項目を掲げ、すべて減少傾向へという目標値を示している。このように、虐待による死

亡数を減らすことや、子どもを虐待していると思う親の割合を減らすことなどが指標とし

て示され、妊娠期および出産後の心理的精神的負担や育児の困難感にも目を向けた支援、

母親のメンタルヘルスにも目を向けた対策が目標に掲げられ、子ども虐待予防に対する取

り組みを具体的に示している。また、子育ての自信や子どもとの生活の QOL向上を目指し

た支援、思春期保健や小児保健医療水準の向上への対策も目標に掲げられ、 13年間の取り

組みが行われてきた。

しかしながら、子ども虐待は減少する傾向は見られていない。 2015年度からは、健やか

親子21 （第2次）による取り組みが行われることになっているが45）、基盤課題として（1)

切れ目のない妊産婦・乳幼児への保健対策、（2）学童期・思春期から成人期に向けた保健対

策、（3）子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくりとし、重点課題として（1)育てにく

さを感じる親に寄り添う支援、（2）妊娠期からの児童虐待防止対策があげられている。子ど

も虐待の課題については、課題の改善が見られておらず、継続して取り組むべき重要な課

題の1つとなっている。

b.家庭訪問

家庭訪問指導事業として実施されている母子支援は、妊産婦の訪問指導、新生児の訪問

指導、未熟児の訪問指導、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問指導事業などがある。母

子保健法では、妊産婦の訪問指導、新生児の訪問指導、未熟児の訪問指導を定めている。

妊産婦の訪問指導では、 「妊産婦の健康状態に応じ、保健指導を要する者については、医

師、助産師、保健師又はその他の職員をして、その妊産婦を訪問させて必要な指導を行わ
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せ、妊娠又は出産に支障を及ぼすおそれがある疾病にかかっている疑いのある者について

は、医師又は歯科医師の診療を受けることを勧奨するものとする。 Jことが定められてい

る。

新生児の訪問指導では、 「市町村長は、当該乳児が新生児であって、育児上必要がある

と認めるときは、医師、保健師、助産師又はその他の職員をして当該新生児の保護者を訪

問させ、必要な指導を行わせるものとする。 Jと定めている。さらに、未熟児の訪問指導

では、 『市町村長は、その区域内に現在地を有する未熟児について、養育上必要があると

認めるときは、医師、保健師、助産師又はその他の職員をして、その未熟児の保護者を訪

問させ、必要な指導を行わせるものとする。」と定めており、いずれも市町村長が実施す

ることとなっている。これらの訪問指導は、周産期の母親のメンタルヘルスへの支援や、

育児に不慣れな母親への重要な支援策となっている。近年では、訪問指導の際に、エジン

パラ産後うつ病質問票、 Bonding質問票、育児支援チェックリストが、出産後の子ども虐待

予防のための支援ツールとして活用されている。

また、児童福祉法では、乳児家庭全戸訪問事業として、 「生後4か月までの乳児のいる

すべての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行う

とともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対し

ては適切なサービス提供につなげる。乳児のいる家庭と地域社会をつなぐ最初の機会とす

ることにより、乳児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図るものである。」

と定めている。さらに、児童福祉法では、養育支援訪問指導事業として、 「育児ストレス、

産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して不安や孤立感等を抱える

家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子育て経験者等による

育児・家事の援助又は保健師等による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施

することにより、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減を図る。」として、育

児不安を抱えた母親や、継続支援が必要とされる母親への重要な支援策となっている。

このような、出産前後からの訪問による支援策があるにもかかわらず、子ども虐待の相

談対応件数および死亡事例は減少する傾向はみられない。死亡事例は、 0歳台に多く発生

するが、望まない妊娠や母子健康手帳の交付を受けていない、あるいは出生届が出されな

いなどの子ども虐待のリスクが高い家庭ほど、このような場合は、訪問による支援が活用

されにくい状況となる可能性が高い。教育的な支援などの子ども虐待発生予防への検討も

課題といえる。

c.健康教育

母親あるいは父親への教育的な支援としては、出産前には、母親学級や両親学級、パパ

ママ教室などの出産までの過ごし方や、出産の準備などに関する健康教育が、自治体や医

療機関で実施されている。出産後には、子育て学級、離乳食講習会など育児の方法に関す

る健康教育が自治体で開催されている。
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また、市町村は、母子健康手帳の交付機関となっているが、母子健康手帳交付の際には、

面接を行い、母子健康手帳の活用の仕方を伝えながら、母子の健康管理への活用を促す教

育の場としている。市町村を中心として、母子を対象とした健康教育を実施しているもの

の、自治体の技量に委ねられているのが現状である。出産前から子ども虐待予防を視野に

入れた対策としては、従来から行われている母子健康手帳の交付と、健康教育事業が主と

なっている。早期介入として、子ども虐待予防の支援は未だ十分とは言い難い状況である。

その要因として、出産後の子ども虐待リスクを予測しうる、妊娠期に活用可能なツールの

検討が十分行われていないことも要因の1っとしてあげられる。

そのため、子ども虐待リスク要因を検討し、早期介入を可能とするアセスメントの視点

を明確にすることは、子どもの虐待予防にとって重要であるo

D. 本研究の目的

先行研究から、出産後の子どもの虐待予防のための尺度として、エジンパラ産後うつ病

質問票、 Bonding質問票、育児支援チェックリストが活用され、家庭訪問や乳幼児健診など

行政を主体として対策が講じられているものの、子ども虐待が減少する傾向は見られてい

ない。 2015年から始まる「健やか親子21 （第2次）Jでは、「妊娠期からの児童虐待防止

対策」を重点施策の1っとして位置づけているが、妊娠期から子ども虐待予防のための問

診項目や尺度は開発されていない。

さらに、妊娠期の母親の身体的・精神的・社会的要因と、出産後の子ども虐待との関連

については明らかにされていない。保健行動の達成に必要な概念である自己効力感は、育

児という課題遂行にとって重要な要因の1っと考えられるが、出産後の子ども虐待と自己

効力感との関係は明らかになっていない。

そこで、以下の点について検討することを本研究の目的とした。

1）子ども虐待傾向と関連する出産後の要因の検討

子ども虐符傾向と関連する出産後の要因について検討を行い、①妊娠期からの子ど

も虐待予防の指標になりうる要因を抽出すること、②母親の自己効力感との関連を検

討することを目的とした。

2）子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因の検討

子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因について検討を行い、①妊娠期からの子ど

も虐待予防の指標となりうる要因を明らかにすること、②妊娠期の母親の自己効力感

との関連を明らかにし、子ども虐待発生を予防するための出産前の早期支援の可能性

について検討することを目的とした。

以上二つの検討により、今後の子ども虐待予防を目的とした母親支援を行うためのア

ブローチや、妊娠期からの介入の示唆を得ることができ、早期からの支援や教育評価へ

応用、効果的な対策の検討も可能となると考えられた。
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第E章

調査研究－ 1

子ども虐待傾向と関連する出産後の要因の検討

一自己効力感に着目して－

（ 参考文献： JapaneseJournal of Health and Human Ecology 2015;81(1) in press ) 



A. 目的

第H章調査研究－ 1

子ども虐待傾向と関連する出産後の要因の検討

一自己効力感に着目してー

子ども虐待傾向と関連する出産後の要因について検討を行い、¢妊娠期からの子ども虐

待予防の指標になりうる要因を抽出すること、~母親の自己効力感との関連を検討するこ

とを目的とした。

本研究の仮説は以下のとおりである。

仮説1：初産の母親は、 Bonding得点、が高い。

仮説2：核家族の母親は、 Bonding得点が高い。

仮説3：育児支援が受けられない母親は、 Bonding得点が高い。

仮説4: GSESと子ども虐待傾向の有無と関連がある。

仮説5：育児ストレスと子ども虐待傾向の有無と関連がある。

仮説6: EPDSと子ども虐待傾向の有無と関連がある。

仮説7：育児支援と子ども虐待傾向の有無と関連がある。

B. 調査研究の背景

2000年に児童虐待防止等に関する法律（以下、児童虐待防止法）が制定され、子ども虐

待は、「保護者がその監護をする児童に対して行う4分類の行為」と法律で定義された。 4

分類の行為とは、①身体的虐待、＠性的虐待、③ネグレクト、④心理的虐待である。 2004

年に児童虐待防止法が改正され、「保護者以外の同居人」によるものも追加された。さらに、

［ドメスティックバイオレンス」は心理的虐待との記述も盛り込まれ、子ども虐待発生予

防への関心が高まっているとともに、社会背景の変化により子ども虐待の要因も複雑化し、

随時法律の改正整備が行われている46）～ 4 8）。

一方で、子ども虐待相談対応件数は増加の一途をたどっている日児童虐待防止法などの

社会的関心の高まりにより、相談対応件数増加への影響していることも考えられるが、子

ども虐待そのものが増加している可能性も高い。

子ども虐待の発生を防ぐための取り組みは周産期医療や母子保健活動の中で行われて

いる49) 5 0）が、虐待死の報道は後を絶たず、 2003年にはじまった子ども虐待による死亡

事例等の検証は、すでに、第9次報告まで発行されており、平成23年4月から平成24年

3月31日までの子ども虐待死事例（心中以外）は56例（58人）にのぼっているけ。

子ども虐待の発生要因として、①親の生育歴も含めた親自身の問題、②夫婦関係や家族

の病気などのストレスフルな家庭状況、③近隣や親族を含めた社会からの孤立、④手のか

かる子、育てにくい子などの子ども自身の要因、⑤親子分離体験、相性の悪さなど親と子
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どもとの関係をめぐる状況などの要因があることが明らかになっている 51）。

さらに、最近では、母親の精神的健康が子ども虐待発生の要因として注目されている。

母親の精神障害は、実際の育児の中でさまざまな障害をもたらす。たとえは、子どものお

むつを替えることができない、食事の世話ができないなど、基本的な生活のケアに影響を

もたらす。つまり、ネグレクトを引き起こす背景要因となっていることが、報告されてい

る52) 5 3）。特に、産後うつ病は、愛着障害を示唆する否定的な気持ちを有する母親の割合

が高いこと、虐待リスク項目が高得点であったこと、子ども虐待との関連が報告されてい

る54）。子ども虐待の関連要因が検討されているものの、アセスメントや援助計画の不十分

さなどの援助体制の課題や、親子に寄り添うべきといった伝統的援助観、子育て支援サー

ビスの未整備や社会的養護体制の貧弱さなどの多くの課題があり、子ども虐待の疑いがあ

る家庭に、支援が踏み込めないなどの課題があることも報告されている 55）。

しかしながら、子ども虐待の問題は、幼少期母子関係の破綻、それに伴う発達障害、さ

らに脳の構造機能に影響を及ぼすことや、世代関連鎖などの将来への重大な影響を及ぼす

ことが指摘されている56) 5 7）。このようなことからも、子ども虐待に介入する意義は大き

く58）、子ども虐待に関連する要因を多角的に検討していくことは、子ども虐待発生予防へ

の重要な示唆を与えると考える。

そこで、本研究では、アタッチメント形成に重要な時期である4か月までの乳児を持つ

母親の子ども虐待傾向を明らかにし、それと関連する出産後の要因を検討することとした。

なお、本研究では、子ども虐待傾向をBonding質問票で捉えることとした。また、出産

後の要因として、自己効力感、母親の心理的精神的状態、身体的状態、社会的状態を把握

し、子ども虐待傾向との関連を検討することとした。

c. 対象と方法
a 調査対象

A県B市に在住する 4か月までの乳児をもっ母親790名を対象とした。

b.調査期間

2008年 12月から 2011年3月

c.調査方法

無記名自記式質問紙調査を郵送法にて実施した。具体的な手順としては、 A県B市から

対象者に個別通知あるいは、家庭訪問（新生児訪問あるいは乳児家庭全戸訪問事業）の

際に調査用紙を手渡ししてもらい、調査対象者から研究実施者宛に郵送にて回収を行っ

た。回収数は530名（回収率67.1 %）であった。そのうち、調査項目に欠損値のない 516

名を分析対象とした。
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d.質問紙の構成

1）基本属性

母親の年齢、出産経験、就業の有無、家族構成、出産前教育受講状況とした。

2）育児ストレス

佐藤ら 59）の「育児ストレス尺度J（生後6か月用）の「子ども関連ストレス尺度」

12項目を基に、 4か月までの乳児の状況をふまえて、調査フィールドの保健師と育

児ストレス項目の検討を行い、 11項目を設定した。佐藤らの「子ども関連ストレス

尺度」から、「離乳がすすまない」、「子どもの体の調子が悪い」、「かんしゃくをおこ

すj、「抱き癖がついたj、「発育が遅れている」、「人見知りがひどい」、「（児）の気が

ちりやすいJ、の 7項目は4か月までの子どもには適切でないとの検討から、「一度

泣くとなかなか泣きやまない」、「母乳・ミルクを飲まないj、「1人にすると泣くJ、

「湿疹がある」、「下痢（または便秘）をする」、「おむつでかぶれるjの 6項目に変

更した。どの程度ストレスを感じるかについてo：「全く感じない」、l：「少し感じる」、
2：「かなり感じるJ、3 「非常に感じる」までの 4段階で回答を得た。益段階で回答

を得た粗点（O3）をもとに合計点を算出した。合計得点の範囲は、 033点となり、

得点が高いほど育児ストレスが高い判定となる。

3）一般性自己効力感（GSES)

自己効力感については、坂野ら 60）の開発したGeneralSelf Efficacy Scale （以

下GSESとする）を用いた。一般性自己効力感は、 16項目あり、各項目に対して、「は

いJ、「いいえ」の2件法で回答を求めている。 2件法で得られた回答には、それぞれ

O点と 1点が得点化されており、その合計点を算出し、 GSES得点としている。合計得

点の範囲は、 0-16点となる。また、 GSESは16項目の合計得点、により 5段階に区分さ

れている。成人女性では、 0-3点の範囲を低い、 4-7点の範囲をやや低い、 810点の

範囲を普通、 11-14点の範囲をやや高い、 15-16点の範囲を高いとしており、得点が

高いほど自己効力感は高い判定となる。

GSESは、「行動の積極性J(7項目）、「失敗に対する不安J(5項目）、「能力の社会

的位置づけ」（4項目）の3つの下位尺度により計 16項目で構成されている。「行動

の積極性」は、ひっこみじあんな方だと思う。積極的に活動するのは苦手なほうであ

る。どんなことでも積極的にこなすほうである。などの7項目で構成されており、合

計得点の範囲は07点となる。「失敗に対する不安Jは、何かをするとき、うまくゆ

かないのではないかと不安になることが多い、小さな失敗でも人よりずっと気にする

ほうである。などの5項目で構成されており、合計得点の範囲は05点となる。「能

力の社会的位置づけjは、友人より優れた能力がある。世の中に貢献できるカがある

と思う。などの4項目で構成されており、合計得点の範囲は04点となる。
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4）ェジンパラ産後うつ病質問票（EPDS)

Edinburgh postnatal depression scale （以下EPDSとする）を用いた61) 6 2）。 EPDS

は10項目の質問項目に対して、それぞれ4つの選択肢が設定されており、 4つの選

択肢から 1つを選ぶことになっている。各選択肢に対して、 03点が得点化されてお

り、その合計点を算出し、産後うつ病のスクリーニング、をする。合計得点の範囲は、

0 30点となる。国内外で使用されている質問票であり、合計は30点満点である。わ

が国では9点以上を産後うつ病の疑いとしてスクリーニングしている。

5）育児支援項目

育児支援項目については、現在、未熟児訪問指導事業で母親支援に使用されてい

る、育児支援チェックリストを用いた63）。これは、育児困難に関連する要因及び状

況について構成された9項目についての質問紙調査である。実践の場では、母親の

回答から、 2次質問を行い、具体的な内容を確認し、その後の支援につなげている。

質問項目の内容は、妊娠出産に関連するストレス、精神的疾患の既往歴、ソーシャ

ノレサポート、経済的問題、育児環境、子どもへの拒否感情について「はい」・「いい

え」で回答を求めている。ソーシャルサポートについては、「はい」、「いいえJ、「い

ない」で回答を求めている。

6)Bonding質問票

質問項目は 10項目で、 0～3点の4件法で回答を求めている64）。合計得点の範囲

は、 0-30点で、得点が高いほど、赤ちゃんへの否定的な感情が強いことを示してい

る。 Bonding質問票は、簡便な Bonding障害の評価尺度として用いられている。筒使

ながら、母親の側の愛着障害、育児不安、さらにネグレクトや子ども虐待のリスク

など育児上の問題に関連した項目を含んでおり、先行研究65) 6 6）では、子ども虐待

の解釈やリスク要因との検討に使用されている実績がある。

e.倫理的配慮

調査を行うにあたり、著者の所属大学である埼玉県立大学の倫理委員会の承認を得た（第

20054号）。個別通知により、質問紙を郵送した対象者には、研究の趣旨、調査への協力が

任意であること、調査への協力をしなくても不利益を生じないこと、結果の公表に関して

の匿名性を保持することを記した調査依頼文書を添付した。また、家庭訪問の際に質問紙

を手渡した対象者には、調査実施自治体の保健師より、研究の趣旨、調査への協力が任意

であること、調査への協力をしなくても不利益を生じないこと、結果の公表に関しての匿

名性を保持することを記した調査依頼文書を用いて、口頭による説明を行った。調査票の

返信をもって同意とみなした。
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f.解析

対象者の属性については、回答数とその割合を求めた。 Bonding、GSES、育児ストレス、

EPDSについて、出産後の回答時期別に平均値、中央値、最小一最大値を求めるとともに、

一元配置分散分析を行ったo 次に、属性、育児支援チェックリストから得られた、妊娠出

産に関連するストレス、精神的疾患の既往歴、ソーシヤノレサポート、経済的問題、育児環

境、子どもへの拒否感情と、 Bonding得点との2群閑比較について、 Mann-WhitneyU検定

を行った。さらに、 Bonding得点を2群に分類し、 GSES、育児ストレス、 EPDSおよび属性、

育児支援チェックリストの項目について、二項ロジスティック回帰分析を行った。統計解

析は、 SPSSfor Windows Ver. 21. 0を用い、有意水準は両測検定で5覧以下とした。

D. 結果

a.調査対象者の属性

対象者の属性を表1に示した。母親の平均年齢は、 30.3±5. 2歳であった。出産歴は、初

産が285名（55.2覧）であった。就業の有無は、就業有りは、 157名（30.4'首）であった。家

族構成は、核家族が441名（85.5拡）で、祖父母同居は75名（14.5覧）で、あった。

b. Bonding、GSES、育児ストレス、 EPDSの出産後の回答時期別得点分布

4か月までの乳児をもっ母親を対象としていることから、産後1～4か月までの回答時

期別にBonding、GSES、育児ストレス、 EPDSの得点分布を表2に示した。なお、 EPDSは9

点以上を産後うつ病の疑いとしてスクリーニングしているため、 9点以上の人数と割合も表

2に示した。

調査対象者の平均値土SDは、 Bondingは2.0土2.6、GSESは8.1土3.7、育児ストレスは

6. 8±5. 0、EPDSは5.2土4.6であった。 EPDSは9点以上の産後うつ病疑いの割合は、 20.3略

で、あった。 Bondingは産後2か月、育児ストレスは産後4か月、 EPDSは産後3か月で得点

が高く、 GSESは産後2-3か月で得点が低かった。 EPDS9点以上の割合は、産後2か月が

21. 6略と高かった。 Bonding、GSES、育児ストレス、 EPDSの得点分布については、図1から

4に示した。

さらに、 Bonding、GSES、育児ストレス、 EPDSの出産後の回答時期別に平均値の差につい

て、一元配置分散分析を行ったが、いずれも有意差は得られなかった（表3）。

c. Bonding得点と属性、育児支援項目との関連

Bonding質問票と属性および育児支援項目との関連について検討した（表4）。 Bonding

質問票と属性について検討したところ、出産経験がない母親は、出産経験がある母親に比

べて、得点が高く、赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果となった（pく. 001）。さらに、

今回の妊娠中に母親学級を受講している母親は受講していない母親に比べて、得点が高く、

赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果となった（pく. 01）。
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次に、 Bonding質問票と育児支援項目について検討したところ、ソーシャルサポートの項

目すべてに有意な結果が得られた。「夫に何でも打ち明けることができますかjの質問に「い

いえ・いないJと回答した母親は、「はいJと回答した母親に比べて、得点が高く、赤ちゃ

んへの否定的な感情が強い結果となった （pく. 01）。「実母に何でも打ち明けることができ

ますか」の質問に「いいえ・いない」と回答した母親は「はいj と回答した母親に比べて、

得点が高く、赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果となった （p<.001)。「夫や実母以外
の相談相手がいますか」の質問に「いいえ」と回答した母親は「いる」と回答した母親に

比べて、得点が高く、赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果となった （pく. 01)。

さらに、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない」と「赤ちゃんを叩きた

くなることがある」の質問項目では、いずれも「はい」と回答した母親は「いいえj と回

答した母親に比べて、 Bonding質問票の得点が高く、赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果

となった。 （pく. 001）。

また、育児支援項目の回答数と割合に着目すると、心理的、精神的な問題で受診歴があ

る者は、 55名（10.7見）であった。ソーシャルサポートの項目では、夫に何でも打ち明けら

れると回答した者は、 416名（80.6拡）、実母に何でも打ち明けられると回答した者は、 350

名（67.8拡）、夫や実母以外の相談相手の有無では、 475名（92.1出）がいると回答していた。

「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからないJの項目は、赤ちゃんのケアが

十分できず、苦痛に感じるためネグレクトにつながるリスクを持っていることが考えられ

る項目である。「はい」と回答した者が、 315名（61.0出）であった。「赤ちゃんを叩きたく

なることがあるJの項目は、赤ちゃんへの拒否感や嫌悪感が強い場合、ストレスでイライ

ラが強い場合は、赤ちゃんの泣き声など些細な出来事をきっかけに、攻撃的な感情を持つ

ことや、叩きたいという気持ちは身体的虐待につながるリスクを持っていることが考えら

れる項目である。「はいjと回答した者が、 56名（10.9百）で、あった。

d.子ども虐待傾向と関連する出産後の要因について

本研究では、子ども虐待傾向について Bonding質問票を用いて測定した。 Bonding質問票

にカットオフ値はないが、 2001～2002年に実施された、 Bonding質問票を用いた 3,370人

を対象とした調査結果では64¥Bonding質問票の総得点の平均は2.6であったことが報告

されている。本研究では、 Bondingの平均値が 2.0土2.6であり、先行研究と同様の結果が

得られたことから、 2点以下（子ども虐待傾向なし）と 3点以上（子ども虐待傾向あり）に

分類し、二項ロジスティック回帰分析を行った。なお、説明変数には、 GSES、育児ストレ

ス、 EPDS、出産歴、ソーシヤルサポート、育児支援項目の子ども虐待関連2項目とした。

結果を表5に示した。 Bonding質問票が3点以上であることによって判定された、子ども

虐待傾向の有無を有意に予測したものは、 GSES(p<. 05）、育児ストレス （p<.05）、 EPDS

(p<. 01）、実母に何でも打ち明けられる （pく. 01）、赤ちゃんを叩きたくなることがあ

る （p<.001）の5項目であった。
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E. 考察

a.子ども虐待傾向について

本研究では、母親の子ども虐待傾向をBonding質問票でとらえた。その結果、 Bonding質

問票の平均値は2.0±2. 6であった。中央値は、 1.0であり、得点の範囲は015であったこ

とから、少なからず高得点者が存在しているといえる。 Bonding質問票は、カットオフポイ

ントはなく、得点が高いほど、赤ちゃんへの否定的な感情が強いことを示している。山下

は65）、EPDSとBonding質問票との関連について検討した結果、EPDSの高い母親は、Bonding

質問票の得点が有意に高かったことを報告している。また、 Bonding質問票の得点は、産後

5日では、非うつ病群では、 1.8±2. 0で、うつ病群は4.8±3. 3であったo さらに、産後3

か月では、非うつ病群では、 1.9±3. 7で、うつ病群は3.2±2. 9であったことを報告してい

る。吉田は66）、 Bondingとは、母親のわが子に対する情緒的な粋であると定義し、逆に子

どもに対してこのような気持ちゃ状態になれず、育児機能を損なう状況になった場合を

Bondin耳障害としている。さらにBonding障害は、母子や家族、周囲との対人関係にさまざ

まな影響を及ぼし、周産期はその要の時期であるとされている。本研究の平均値は2.0土2.6

であり、平均値は高い得点ではないが、高得点、者の存在も認められており、妊娠期および

出産後の継続的な支援は、 Bonding障害を予防するためにも、非常に重要な課題といえる。

一方、育児支援項目の子ども虐待に関連する項目をみると、「赤ちゃんがむずかったり、

泣いている理由がわからないJの項目に「はいj と回答した者が、 315名（61.0見）であっ

た。「赤ちゃんを叩きたくなることがある」の項目に「はい」と回答した者が、 56名（10.9拡）

であった。鈴宮ら 64）は、「赤ちゃんを叩きたくなることがあるJと回答した母親は、 9.5%

存在していたことを報告している。本研究と同様の結果といえるが、この項目からも、子

ども虐待傾向のある母親の存在が、確認できたといえる。 Bonding障害あるいは、子どもへ

の否定的な感情は、産後うつ病や精神障害の症状の1っと捉えることができる。しかしな

がら、 Bonding障害は、愛着形成の障害をもたらすことが指摘されており 67）、本研究の結

果から、その傾向がある母親が、少なからず存在することが明らかとなった。

また、 Bonding、GSES、育児ストレス、 EPDSの回答時期別の得点、をみると、回答時期によ

る得点の有意な差はみられなかったが、産後2か月はBondingの得点が高く、また、 EPDS9

点以上の割合が高かった。 GSESは産後2-3か月が低い傾向であった。産後2か月頃は、

里帰り出産から自宅に戻る時期であることも関連していると考えられた。

b.出産後の母親の自己効力感について

GSES得点は、平均値が 8.1±3. 7で、あった。坂野ら 60）は、成人女性の GSESの平均値が

9. 12±3. 93であることを示している。また、佐々木ら 68）は3～4か月健診を受診した541

名の母親を対象とした調査では、 GSESの平均値が8.8±3. 8であったことを報告している。

出産後の母親は、 GSESが低い傾向にあることが本研究でも確認された。この時期は、慣れ

ない育児を行うことと、母親自身の体調が充分回復していないこと、充分な睡眠がとれな
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いこと等が自己効力感と関連している可能性も考えられるが、自己効力感はどのようなラ

イフイベントによりどの程度変動するのかは明らかにされておらず、自己効力感に関して

は更なる検討が必要である。

c.子ども虐待傾向と関連する出産後の要因について

はじめに、子ども虐待傾向と関連する要因を検討するために、 Bonding質問票と属性、育

児支援項目との関係について、 Bonding得点との2群間比較について、 Mann-WhitneyU検

定を行った。その結果、 Bonding質問票と属性との関連では、出産経験のない母親は、出産

経験のある母親に比べて、 Bonding質問票の得点が高く、赤ちゃんへの否定的な感情が強い

結果となっていた。出産経験のない母親は、出産経験のある母親に比べて不安やストレス

が高いことが報告されている 36）。また、初めての子育てであることや、現代の母親は赤ち

ゃんと接する経験が少ないことなどの、経験の有無が育児ストレスとも関連している可能

性も考えられる。一方、出産経験のある母親は、子育ての知識や経験が生かされているこ

とが考えられるが、出産経験のない母親が子育ての中で感じている不安やストレスなど、

赤ちゃんへの否定的な感情に影響を与えると考えられる要因については、更に検討を重ね

ていくことが課題といえる。

また、第1子の子育てへの夫の育児参加や育児の負担感や不安が少ないことが、第2子

出生意欲につながっていることが明らかになっており 69）、初産婦への適切な支援によるス

トレスの軽減は少子化を防ぐことにもつながるといえる。母親学級を受講している母親に、

赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果となっていたが、通常、母親学級を受講するのは初

産の母親であることが、このような結果となったと考えられる。

さらに、育児支援項目のサポート項目である「夫に何でも打ち明けられるj、「実母に何

でも打ち明けられるJ、『夫や実母以外の相談相手Jが「いいえJ• ri,、なしリと回答した母

親は、「はい」と回答した母親に比べてBonding質問票の得点が有意に高く、赤ちゃんへの

否定的な気持ちが強い結果となった。ソーシャルサポートが育児不安や育児困難感等の軽

減につながっていることや、育児をする上で重要な要因であるとの報告がされている70）～ 

7 9）。夫や実母、兄弟姉妹や友人などの、いずれかのサポートが得られない場合は、育児に

おける母親の孤立が推察される。サポートが得られない背景を探り支援をしていくことは、

今後の課題と考えられた。

EPDS9点以上が産後うつ病の疑いとしてスクリーニングしているが、本研究では9点以上

の者が、 105名（20.3首）存在した。 9点以上の者の割合は、 1か月では、 20.9%、2か月で

は、 21.6%であった。 Bonding障害に関する調査では80）、産後うつ病の母親に子どもに対

して攻撃的感情を抱くと回答した母親の割合が高かったことが報告されている。本研究で

は、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからないJの項目に「はい」と回答し

た母親、「赤ちゃんを叩きたくなることがあるjの項目に「はいJと回答した母親は、「い

いえ」と回答した母親に比べ Bonding質問票の得点が有意に高く、赤ちゃんへの否定的な
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気持ちが強い結果となった。このことから、 EPDSやBondingから、母親の精神障害が疑わ

れる場合、あるいはうつ病の兆候が見られる場合には、早期に医療機関の受診につなげ、

子ども虐待発生の予防につなげることが重要といえる。

次に、子ども虐待傾向と関連する要因をより明らかにするために、 Bonding質問票2点以

下（子ども虐待傾向なし）と 3点以上（子ども虐待傾向あり）に分類し、二項ロジスティ

ック回帰分析を行った。子ども虐待傾向の有無を有意に予測したものは、GSESが低いこと、

育児ストレスが高いこと、 EPDSが高いこと、さらに、ソーシャルサポートでは、実母に何

でも打ち明けられないことであった。また、「赤ちゃんを叩きたくなることがある」の項目

は「いいえ」を基準にすると、「はい」は、オッズ比が5.6であり、子ども虐待傾向を有意

に予測する項目であったo 「子どもを叩きたくなることがあるjは、行動としての質問内容

であり、出産後は、この項目が子ども虐待予防に重要な問診項目と考えられた。また、サ

ポートについては、「実母に何でも打ち明けられるJという質問項目が有意であった。この

項目は、実母との信頼関係を確認している項目とも考えられるが、実母に打ち明けられな

い理由や背長などについては更に検討していくことが課題である。

F. 結論

出産後4か月までの母親を対象として、調査を行ったo Bonding、GSES、育児ストレス、

EPDSの回答時期別の得点をみると、回答時期による得点の有意な差はみられなかったが、

産後2か月は Bondingの得点が高く、子どもに対する否定的な感情が高い傾向であった。

さらに、 EPDS9点以上の産後うつ病の疑いがある母親の割合が高かった。また、 GSESは産

後2-3か月が低し、傾向であった。

また、子ども虐待傾向について Bonding質問票を用いて測定したところ、 GSES、育児ス

トレス、 EPDSとの関連が認められた。さらに、育児支援項目では、「実母に何でも打ち明け

られる」、「子どもを叩きたくなることがある」との関連が認められた。特に、「子どもを叩

きたくなることがあるJは、子ども虐待傾向の有無を有意に予測する項目であった。しか

しながら、「子どもを叩きたくなることがある」および EPDSや育児ストレスは、妊娠期に

は回答することが不可能な項目である。一方、属性やサポートの有無、 GSESは妊娠期に回

答することが可能な項目である。これらの項目について妊娠期に調査を行い、出産後の子

ども虐待傾向との関連について検討することは重要と考えられた。
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第皿章

調査研究－ 2

子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因の検討

一自己効力感に着目して－



A. 目的

第皿章調査研究－ 2

子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因の検討

一自己効力感に着目して

子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因について検討を行い、①妊娠期からの子ども虐

待予防の指標となりうる要因を明らかにすること、②妊娠期の母親の自己効力感との関連

を明らかにし、子ども虐待発生を予防するための出産前の早期支援の可能性について検討

することを目的とした。

本研究の仮説は以下のとおりである。

仮説1 GSESは、妊娠期と出産後で変化はない。

仮説2：初産の母親は、 GSESが低く、 Bonding得点が高い。

仮説3 核家族の母親は、 GSESが低く、 Bonding得点が高い。

仮説4：育児支援が受けられない母親は、 GSESが低く、 Bonding得点が高い。

仮説5：妊娠期のGSESと子ども虐待傾向の有無と関連がある。

仮説6：出産経験と子ども虐待傾向の有無と関連がある。

仮説7：育児支援と子ども虐待傾向の有無と関連がある。

B. 調査研究の背景

子ども虐待の課題は、 2001年から 2014までの 13年間で健やか親子21の取り組みとし

て実施されてきたが43) 4 4）、子ども虐待相談件数や死亡事例は後を絶たず、 2015年から始

まる、健やか親子21 （第2次）において、継続すべき重大な健康課題と認識され、継続

して取り上げられることとなった45）。健やか親子21 （第2次）では、「妊娠期からの児

童虐待防止対策Jという柱で、今後もより一層の子ども虐待発生予防への継続的対策が行

われていくことになっている。

さらに、妊娠期からの子ども虐待予防が重要との考えから、 20日年7月に厚生労働省は、

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長及び家庭福祉課長、母子保健課長より、「妊娠期

からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の整備についてJの文書を、都道府県、指

定都市、中核市、保健所設置市、特別区に通達している。児童虐待防止対策に関しての更

なる推進と、日齢0日児の死亡事例が報告されていることを鑑み、妊娠等について悩みを

抱える人に対する相談の整備及び強化について周知徹底を求めている。相談機関としては、

女性健康センター、児童相談所、保健所、保健センター、福祉事務所、婦人相談所などが

あげられ、妊娠期からの予防的支援が積極的に行われつつある。

子ども虐待発生をいかに予防するかということについては、従来の訪問指導や乳幼児健

康診査におけるポピュレーションアプローチもさることながら、最近では、予防的介入に
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関する検討も行われている 81）～ 8 4）。妊娠期からの介入研究では、母親の精神的健康の改

善に着目した予防的介入の有効性を示す報告85）～ 8 8）がある一方、効果が得られなかった

とする報告も存在する 89) 9 0）。

このように、現在では、子ども虐待に関連する要因の1つでもある、母親の精神的健康

に着目した妊娠期からの予防的介入についての研究に着目されるようになった。これらの

先行研究における介入効果を図る指標として、 EPDSやProfileof Mood States、Maternity

Social Support Scaleなどさまざまな指標が用いられている。妊娠期からの子ども虐待予

防の指標となるツールの検討も今後の課題といえる。効果測定の指標の1っとして、 EPDS

を妊娠期の子ども虐待予防のアセスメントの指標として活用できるか否かの可能性につい

ては論争の的となっており、検討した報告もあるものの91）～ 9 5）、 EPDSは産後うつ病のス

クリーニングが主目的であるため、新たな指標やEPDSと併用し、教育効果の測定に活用で

きる指標の検討も必要と考える。

また、虐待予防に着目した妊娠期からの具体的な取り組みの重要性については、多くの

研究者が認知している 96) 9 7）。厚生労働省も、出産前の子ども虐待リスク要因として、「特

定妊婦」という名称で、望まない妊娠や若年妊婦、経済的困窮などのリスクファクターを

もっ妊婦を、妊娠期から支援していくことの重要性を認識している。特定妊婦として子ど

も虐待リスク要因のある妊婦に対して、母子健康手帳交付後に継続的支援につなげている

自治体もあるが、対応する支援者の力量に左右され、継続的な支援につながらない事例も

あり、力量に左右されないスケールの開発や研修などによる人材育成も今後の課題といえ

る。

教育的介入の評価については、自己効力感をスケールとして用いる方法が報告されてい

る98）。自己効力感は、Banduraにより、社会的学習理論の中で初めて提唱された99）。Bandura

は、環境や刺激が行動の直接の要因であると協調する伝統的な行動主義の考え方を否定し、

行動や環境、刺激、個人的要素などが相互に関連していること、特に、個人的要素に含ま

れる認知を重視している。自己効力感は、心理的適応やストレスとの関連が数多く報告さ

れている 10 O）～ 1 0 3）。自己効力感と心理的適応やQOLとの関係についても検討されて

おり、高い自己効力感を持っている人の方が、心理的な適応がより有効であることが報告

されている 104) 105）。

2001年から始まった、健やか親子21では、 4つの対策の1つの柱として「子どもの心

の安らかな発達の促進と育児不安の軽減」を掲げ、その指標の1つとして「子育てに自信

が持てない母親の割合を減少させる」ことを、目標に掲げている。 2000年のベースライン

調査では、 27.舗の母親が子育てに自信が持てないと回答していたことが示されている 10 6）。

子育てに自信をもてることが重要との認識はあるものの、主観的な自信の有無によるもの

で、信頼性妥当性のある尺度を用いた結果ではないため、子育ての自信を図る尺度を検討

することも課題といえる。また、どのようにすれば、子育てに自信が持てるのかの検討も

課題である。
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著者が行った出産後の母親を対象とした調査研究ー 1では、自己効力感と Bonding調査

票との関連が認められ、母親の否定的な自己効力感は、子ども虐待傾向と関連することが

明らかとなった。先行研究では、自己効力感と育児不安や精神的健康度との関連が検討さ

れており 107)108）、自己効力感が母親の健康度に影響を与えていることが報告されている。

しかし、先行研究では、出産後の横断的調査や影響要因との検討が中心となっており、

妊娠期からの縦断的調査による報告はほとんどない。出産前後での否定的な自己効力感が

子ども虐待傾向に関連しているとすれば、妊娠期の自己効力感を測定し、自己効力感を高

めることを目的とした教育的介入や、自己効力感を子ども虐待発生予防のアセスメントツ

ールとして支援につなげることも可能となる。

さらに、縦断的調査から子ども虐待要因との関連を検討することは、子ども虐待発生予

防への重要な示唆を与えると考える。

そこで、本研究では、妊娠8か月および産後2か月の母親を対象に縦断的調査を行い、

妊娠期の母親の自己効力感および妊娠期からの子ども虐待予防の指標となりうる要因と、

出産後の子ども虐待傾向との関連について検討することとした。

なお、縦断的調査の調査時期の設定については、著者が行った調査研究－ 1の結果から、

Bonding、GSESは出産後の回答時期により有意な差はみられなかったが、産後1か月は里帰

り出産で母親が自宅にいないことが多いこと、産後1か月健診以降に自宅に戻ることが多

いことから、出産後の調査時期は2か月とした。また、妊娠期の調査時期については、調

査医療機関での出産が確実となる妊娠8か月とした。

c. 対象と方法
a.調査対象

A県B医療機関の産科外来を受診した母親280名を対象とした。

b.調査期間

2011年4月から 2013年3月

c.調査方法

妊娠8か月時および産後2か月時に同一対象者への縦断的調査として、無記名自記式

質問紙調査を郵送法にて実施した。具体的な手順としては、 B医療機関の妊娠8か月の

妊婦健診の際に、対象者に調査用紙を配布し、郵送にて回収した。妊娠時および出産後

の調査用紙には、対象者が任意の同一番号を記入し、出産前後のデータをマッチングで

きるようにした。出産後の調査用紙は、妊娠8か月時の妊婦健診の際に配布し、産後2

か月時に記入後、郵送にて回収した。回収数は200名（回収率71.4＇見）であった。そのう

ちJ調査項目に欠損値のない 194名を分析対象とした。
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d.質問紙の構成

1)基本属性

児の性別および月齢、母親の年齢、出産経験、就業の有無、家族構成、里帰り出

産の有無、出産前教育受講状況とした。

2）一般性自己効力感（GSES)

母親の育児の自信については、坂野ら 60）の開発したGeneralSelf Efficacy Scale 

（以下GSESとする）を用いた。一般性自己効力感は、 16項目あり、各項目に対して、

「はい」、「いいえ」の2件法で回答を求めている。 2件法で得られた回答には、それ

ぞれ 0点と 1点が得点化されており、その合計点を算出し、 GSES得点としている。

合計得点の範囲は、 0-16点となる。

GSESは16項目の合計得点により 5段階に区分されている。成人女性では、 03点

の範囲を低い、 4-7点の範囲をやや低い、 810点の範囲を普通、 1114点の範囲をや

や高い、 15-16点の範囲を高いとしており、得点が高いほど自己効力感は高い判定と

なる。 GSESl士、「行動の積極性J(7項目、「失敗に対する不安」（5項目）、 f能力の

社会的位置づけ」（4項目）の3つの下位尺度により、計 16項目で構成されている。

3）育児支援項目

育児支援項目については、現在、未熟児訪問指導事業で使用されている、育児支

援チェックリストを用いた63）。これは、育児困難に関連する要因及び状況について

構成された9項目についての質問紙調査である。妊娠出産に関連するストレス、精

神的疾患の既往歴、ソーシャルサポート、経済的問題、育児環境、子どもへの拒否

感情について「はい」・「いいえJで回答を求めている。ソーシャルサポートについ

ては、「はいj、「いいえ」、「いなしリで回答を求めている。

なお、育児支援チェックリストの項目で、「妊娠中の母体および胎児の異常の有無」、

「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからないJ、「赤ちゃんを叩きたく

なることがある」の3項目は妊娠期に回答不可能な項目として除外し、出産後のみ

とした。

4)Bonding質問票

質問項目は 10項目で、 0～3点の4件法で回答を求めている64) 0 合計得点の範囲

は、 0-30点で、得点が高いほど、赤ちゃんへの否定的な感情が強いことを示してい

る。 Bonding質問票は、簡便なBonding障害の評価尺度として用いられている。簡便

ながら、母親の側の愛着障害、育児不安、虐待のリスクなど育児上の問題に関連し

た項目を含んでおり、先行研究65) 6 6）では、子ども虐待の解釈やリスク要因との検

討に使用されている実績がある。なお、Bonding質問票は出産後の調査のみ使用した。
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e.倫理的配慮

調査を行うにあたり、著者の所属大学である埼玉県立大学の倫理委員会の承認を得た（第

20054号）。対象者には、研究の趣旨、調査への協力が任意であること、調査への協力をし

なくても不利益を生じないこと、結果の公表に関しての匿名性を保持することを記した調

査依頼文書を添付し、 B医療機関の看護職から口頭による説明を行い、調査票の返信をも

って同意とみなした。

f.解析

対象者の属性については、回答数とその割合を求めた。妊娠期および出産後の GSES、

Bondingについては平均値、中央値、最小一最大値を求めた。次に、 GSESの妊娠期および

出産後の平均値の比較については、 Wilcoxonの符号付き順位検定を行った。さらに、 GSES

の合計得点及び下位尺度の Pearsonの積率相関係数を算出し検討した。属性および育児支

援項目と、 GSESおよびBonding質問票の合計点との2群間比較には、 Mann-WhitneyU検定

を用いた。 Bonding得点を2群に分類し、妊娠期の GSES、出産経験、サポートについて、

二項ロジスティック回帰分析を行った。統計解析は、 SPSSfor Windows Ver. 21. 0を用い、

有意水準は両証書j検定で時以下とした。

D. 結呆

a.対象者の属性

対象者の属性を表6に示した。母親の平均年齢は、妊娠 8か月時 30.0±4. 7歳、産後 2

か月時30.3土5.8歳であった。出産歴は、初産が 131名（67.5略）であった。就業の有無は、

妊娠8か月時では就業有りは、 78名（40.2首）であったが、産後2か月時では、 64名（33.0＇見）

であった。家族構成は、妊娠8か月時では、核家族が 175名（90.2＇見）で、あったが、産後 2

か月時では、 171名（88.1%）であった。

また、ソーシャルサポートの状況は、妊娠8か月時および産後 2か月時で同様の回答が

得られ、夫に何でも打ち明けられるには、 161名（83.0略）が、実母に何でも打ち明けられ

るには、 126名（64.9見）が「はいj と回答していた。夫や実母以外の相談相手が「いるJ

と回答したのは、 177名（91.2見）であった。

b. GSESおよびBonding質問票の得点

GSESおよび Bonding質問票の得点を表7に示した。 GSESの平均値土SD(min-max）は、

妊娠8か月時では、 8.7±3. 2 (0 15）、産後 2か月時では、 8.5土3.7 (0-15）であった。

Bonding質問票は、 1.9±2. 6 (O 15）であった。 Bonding、GSESの得点、分布については、

図5～7に示した。
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c.妊娠期および出産後のGSESの関連

妊娠8か月時および産後2か月時のGSESの比較について、 Wilcoxonの符号付き順位検定

を行ったが、有意な結果は得られなかった（表8）。さらに、妊娠8か月時および産後2か

月時の GSESの合計得点、および3つの下位尺度項目の相関関係については、 Pearsonの積率

相関係数を算出した（表9）。 GSESの合計得点およびいずれの下位尺度聞においても妊娠8

か月および産後2か月で有意な正の相関（r=. 182～. 786）を示した。

d.属性と GSESおよびBonding質問票との関連

GSESおよびBonding質問票と属性との関連について検討した（表 10）。 Bonding質問票と

の関係では、出産経験がない母親は、出産経験がある母親に比べて、得点が高く、赤ちゃ

んへの否定的な感情が強い結果となった （pく. 05）。家族構成、就労の有無、母親学級受

講の有無、里帰り出産の有無の4項目については、 GSESおよびBonding質問票ともに有意

な結果は得られなかった。

次に、 GSESおよび Bonding質問票と育児支援項目との関連について検討した（表 11)0 

GSESとサポートの有無では、「夫に何でも打ち明けることができますかJの質問に「はいJ

と回答した母親は「いいえ・いなしリと回答した母親に比べて、 GSESの得点が、妊娠8か

月時および産後2か月時のいずれも高かった （p<.Ol)。さらに、「夫や実母以外の相談相

手はいますか」の質問に「いるJと回答した母親は「いない」と回答した母親に比べて、

GSESの得点、が、妊娠8か月時 （pく. 01）および産後2か月時 （pく. 05）のいずれも高か

った。

また、出産後に「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない」の質問に「は

い」と回答した母親は、「いいえ」と回答した母親に比べて、 GSESの得点が、妊娠8か月時

(pく 05）および産後2か月時 （pく.05）のいずれも低かった。さらに、 Bonding質問票

の得点では、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない」の質問に「はい」

と回答した母親は、「いいえ」と回答した母親に比べて、 Bonding質問票の得点が高かった

(pく. 001）。出産後に「赤ちゃんを叩きたくなることがあるJの質問に「はい」と回答し

た母親は、「いいえ」と回答した母親に比べて、 GSESの得点、が、妊娠8か月時 （pく. 05) 

および産後2か月時 （pく. 05）のいずれも低かった。さらに、 Bonding質問票の得点では、

「赤ちゃんを叩きたくなることがある」の質問に「はい」と回答した母親は、『いいえJと

回答した母親に比べて、 Bonding質問票の得点が高かった （pく. 001）。

育児支援項目の子ども虐待傾向に関連する項目をみると、「赤ちゃんがむずかったり、泣

いている理由がわからない」の項目に「はいJと回答した者が、 116名（59.8略）であった。

「赤ちゃんを叩きたくなることがある」の項目に「はい」と回答した者が、 19名（9.8国）

であった。
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e，子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因について

本研究では、子ども虐待傾向についてBonding質問票を用いて測定した。 Bonding質問票

にカットオフ値はないが、著者が行った調査研究－ 1では、 Bondingの平均値が 2.0±2. 6 

であり、調査研究 2では、 Bondingの平均値が 1.9土2.6であったことから、調査研究－

1と同様に、 2点以下（子ども虐待傾向なし）と 3点以上（子ども虐待傾向あり）に分類し、

二項ロジスティック回帰分析を行った。なお、説明変数には、 GSES、出産経験、ソーシャ

ルサポートとした。結果を表 12に示した。 Bonding質問票が 3点以上であることによって

判定された、子ども虐待傾向の有無を有意に予測したものは、 GSES(p<. 001）の1項目

であった。

E. 考察

a.子ども虐待傾向と関連する妊娠期の要因について

本研究では、母親の子ども虐待傾向をBonding質問票でとらえた。その結果、 Bonding質

問票の平均値は 1.9±2. 6であった。中央値は、 1.0であり、得点の範囲は015で、あったこ

とから、少なからず高得点者が存在しているといえる。

一方、育児支援項目の子ども虐待傾向に関連する項目をみると、「赤ちゃんがむずかった

り、泣いている理由がわからない」の項目に「はい」と回答した者が、 116名（59.8首）で

あった。「赤ちゃんを叩きたくなることがある」の項目に「はい」と回答した者が、19名（9.8国）

であった。調査研究ー1の結果では、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわから

ないJの項目に『はいJと回答した者が、 315名（61.0出）であり、「赤ちゃんを叩きたくな

ることがある」の項目に「はい」と回答した者が、 56名（10.9略）となっており、ほぼ同様

の結果で、あった。さらに、調査研究－ 1と同様に、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている

理由がわからないjの項目に「はい」と回答した母親、「赤ちゃんを叩きたくなることがあ

る」の項目に「はい」と回答した母親は、「いいえj と回答した母親に比べBonding質問票

の得点が有意に高く、赤ちゃんへの否定的な気持ちが強い結果となった。

また、調査研究－ 1と同様に、出産経験のない母親は、出産経験のある母親に比べて、

Bonding質問票の得点が高く、赤ちゃんへの否定的な感情が強い結果となっていた。出産経

験のない母親は、出産経験のある母親に比べて不安やストレスが高いことが報告されてい

る59）。出産経験のある母親のストレス対処やソーシャルサポートの関連など、赤ちゃんへ

の気持ちに良い影響をもたらしている要因の検討も必要と考える。

今後は、少子高齢社会の影響により I0 9）、ますます赤ちゃんに接する経験がないまま親

になるケースが増加することが考えられる。自治体では、出産経験がない母親に対する母

親学級等が実施されているが、赤ちゃんに接する経験がないまま親になることが多い現状

にあることや、出産後の母親の育児不安やストレス等の実態を把握し、実態に即した出産

前の教育を実施することが求められているといえる。

次に、子ども虐待傾向と関連する要因をより明らかにするために、 Bonding質問票2点以
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下（子ども虐待傾向なし）と 3点以上（子ども虐待傾向あり）に分類し、二項ロジスティ

ック回帰分析を行った。子ども虐待傾向の有無を有意に予測したものは、 GSESが低いこと

であった。さらに、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない」の項目に「は

い」と回答した母親、「赤ちゃんを叩きたくなることがある」の項目に「はいj と回答した

母親は、「いし、えj と回答した母親に比べGSESの得点が有意に低く、 GSESが子ども虐待を

予防するうえで、重要な尺度になると推察された。

b.出産前後の母親の自己効力感について

GSES得点の平均値は、妊娠8か月では、 8.7±3. 2、産後2か月では、 8.5±3. 7であった。

坂野ら 60）は、成人女性の、GSESの平均値（9.12±3. 93）と比較すると、妊娠期および出産

後ともにGSESの得点は低い傾向であった。藤野は11 0）、産後1か月でうつ傾向を呈した母

親の育児生活について、面接による調査を行っている。その結果、うつ傾向を示した母親

は、育児に対する自己効力感の喪失が顕著にみられており、孤立した育児生活を送ってい

たことを報告している。育児に対する自己効力感の喪失の背景としては、子どもが泣きや

まないことなど、思い通りにならない出来事が生じ、出産後は自己効力感を喪失していく

時期であると述べている。

また、自己効力感は、産後うつ病との関連があることや、子どもへの愛着障害や虐待の

素地となる可能性が示唆されている 111）。今回の調査結果では、妊娠8か月時および産後2

か月時のGSESの合計得点および3つの下位尺度項目の相関関係では、いずれも有意な正の

相関を示していた。自己効力感は、産後も維持される傾向にあるといえ、自己効力感が低

い傾向にある母親を出産前から把握し、支援をしていくことが可能といえる。自己効力感

を喪失している背景を探り支援していくことは、産後うつ病の早期発見だけでなく、出産

前からの子ども虐待予防につながる可能性があるといえる。

また、 GSESとサポートの有無についての検討結果では、「夫に何でも打ち明けることが

できるj、「夫や実母以外の相談相手がいるJと回答した母親は、そうでない母親に比べて

GSESの得点が、妊娠8か月時および産後2か月時のいずれも高かった。ソーシヤノレサポ

ートについては、育児不安やストレスの軽減112)113）、さらに母親の精神的健康度114)1 1 

5）を良好にするという結果が示されている。しかしながら、牧野は116）、国際比較調査研

究

の結果から、わが国では、子育てを主として母親が引き受けており、父親が子どもと接す

る時聞は短く、父親の労働時間と通勤時聞が長いことを報告している。また、 20日年に育

児休業を取得した男性は 1.89%であり、前年より 0.74ポイント低下している11 7) 0子ども

を産み育てやすい環境整備や政策は、今後も努力を続けていくことが必要といえる。

一方、ソーシャルサポートの中で、実母の支援については有意な結果は得られなかった。

柳川は118）、現代の母親は、育児に関して親の意見を支持しでいないこと、実母に多くの

援助を求めていながらも母親役割モデルを期待していないことを指摘している。 20日年の
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女性の平均初婚年齢は、29歳であり、第1子出産時の平均年齢が 30.1歳となっている 119）。

30歳代での出産がめずらしくなくなってきたが、一方で実母が高齢となり子育ての負担を

かけられない等の理由で、実母への相談や支援を遠慮している可能性も考えられる。出産

前後には、夫のサポートの有無が自己効力感に影響を与えることが確認できたことから、

ノ守ートナーの協力が得られるような支援を心がけていくことが、母親の自己効力感を高め

るためにも重要といえる。孤立しない育児のためにも、ソーシヤノレサポートは、重要であ

る。

出産前後での、自己効力感が低いことが確認でき、母親は自信を持てない時期といえる。

特に初産の母親に顕著であることを考え、子育て支援に関わる専門職や家族など身近な支

援者は、母親への声かけの仕方への配慮や、母親への早期からのサポートが重要といえる。

c.育児支援への実践の示唆

出産前後の母親の自己効力感と、子ども虐待傾向およびその関連要因に着服した、今後

の育児支援への実践の示唆について以下2点を提言する。

1つ目は、周産期に着目した心理的精神的支援である。低い自己効力感が、赤ちゃんへ

の否定的な気持ちにつながっていることから、母親の肯定的な自己効力感を高める支援や

ソーシャルサポートの強化が望まれる。 Banduraは99）、自己効力感が変化する情報源とし

て、「遂行行動の達成J、『代理的経験」、『言語的説得」、「情報的喚起Jの4つをあげており、

成功体験やモデリングや、言語によるフィードパックなどで自己効力感が影響されるとし

ている。現在、自治体で行われている妊娠期の支援として、母子健康手帳の交付時の面接、

妊婦家庭訪問が行われている。支援の際に、自己効力感を測定する尺度を問診項目として

活用することや、母親の自己効力感に注意を払い支援をすることで、子ども虐待の予防に

つながる可能性があると考える。

2つ目は、自己効力感に着目した教育的プログラムの実施である。新井らは12 O）、産後

うつ病に対する予防的介入研究について、その効果を検討しているが、産後うつ病の危険

因子をもっ母親を対象とした心理療法が効果的であると述べ、予防的介入の意義を示して

いる。現在、自治体や医療機関では、妊婦やパートナーを対象とした教育が行われている

が、パートナーの協力の重要性や、具体的な育児方法を修得できる実践的な内容など、更

なる充実を図ること、参加率向上に向けた工夫していくことが望まれる。

現在、学校教育の場では、「赤ちゃんふれあい体験事業」や「乳幼児と中・高校生のふれ

あい事業Jなど、中学生や高校生が、赤ちゃんとふれあう機会を体験できる取り組みを積

極的に実施している自治体もある 12 1）。子どもたちの気持ちの変化や効果について、中学

生が実際に赤ちゃんにふれることで、赤ちゃんに対する自分の気持ちの気づきなど、さま

ざまな学びが得られたことが報告されている 122)123）。本研究では、出産経験の有無が、

Bondingと関連していることが明らかとなったが、今後は、このような学校教育における取

り組みの効果の検証が重要と考える。
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F. 結論

出産前後の母親を対象として、縦断的調査を行った。子ども虐待傾向についてBonding

質問票を用いて測定したところ、妊娠期の要因では、 GSESとの関連が認められ、出産後の

子ども虐待傾向の有無を有意に予測する項目で、あった。妊娠期の母親の自己効力感は、出

産後も維持される傾向を示しており、自己効力感に着目した妊娠期からの子ども虐待予防

の可能性が示唆された。

また、自己効力感には、サポートの有無が影響していることも明らかとなった。これら

のことから、妊娠期における支援として、相談面接や家庭訪問における自己効力感に着目

した問診や教育介入などが、妊娠期からの子ども虐待を予防するための支援になると考え

られた。
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第IV章まとめ

A. 子ども虐待傾向と関連する要因について

子ども虐待の相談対応件数および死亡事例は増加しており、厚生労働省をはじめとして、

さまざまな子ども虐待への対策を講じているが、思うような成果が現れていないのが現状

である。本研究では、子ども虐待傾向を、 Bonding質問票でとらえて測定した。 Bonding質

問票の得点が高いほど、赤ちゃんへの否定的な気持ちが高いことを示しているが、 Bonding

質問票の得点が高い母親が少なからず存在していることが示された。

さらに、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからないj という、ネグレクト

につながるリスクを持っていることが考えられる項目には、約60見の母親が「はい」と回答

し、「赤ちゃんを叩きたくなることがあるJという、身体的虐待につながるリスクを持って

いることが考えられる項目には、約 10捕の母親が「はい」と回答していた。子ども虐待傾向

を潜在的にもっている母親が存在している可能性が示唆された。

また、 Bonding質問票で捉えた子ども虐待傾向と関連する出産後の要因として、 GSES、育

児ストレス、 EPDSとの関連が認められた。さらに、育児支援項目では、「実母に何でも打ち

明けられる」、「子どもを叩きたくなることがあるJとの関連が認められた。子ども虐待傾

向と関連する妊娠期の要因としては、 GSESとの関連が認められた。

さらに、出産経験やソーシヤルサポートの有無も、少なからずBondingおよびGSESとの

関連を示していた。妊娠期から母親の自己効力感に着目した支援を行うことで、子ども虐

待を低減させる可能性が示唆された。

B. 母親の自己効力感について

健やか親子21では、 「子育てに自信が持てない母親の割合」を減少させることを目標

値の1つに掲げ、対策を進めてきた。自己効力感は、子育ての自信につながる概念と考え

られるが、本研究では、妊娠期および出産後における GSESを用いて自己効力感を測定した。

出産後は、一般成人女性のGSESと比べて、平均値も低い傾向を示していた。

さらに、妊娠期と出産後のGSES得点の有意な相関が示され、出産前後の自己効力感は維

持される傾向が示唆された。自己効力感の高い母親は、より良い親役割を実践できる機知

に富んでいることが報告されている 11 2）。一方、子育てに対する自信のなさや低い自己効

力感は、産後うつ病や愛着障害、子ども虐待を引き起こすリスク要因ともなる可能性が示

されている110)111）。このことから、自己効力感は、子ども虐待予防の鍵となる概念の1

っと考えられる。本研究の結果から、妊娠期からの自己効力感を活用した早期介入も可能

性が示唆された。

2015年から始まる健やか親子21 （第2次）では「妊娠期からの児童虐待防止対策」を

基盤施策のlつに掲げている。 Banduralま99）自己効力感が変化する情報源として、「遂行
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行動の達成J、「代理的経験」、「言語的説得」、「情報的喚起Jの4つをあげており、成功体

験やモデリングや、言語によるフィードパックなどで自己効力感が影響されるとしている。

妊娠期から把握可能な尺度である自己効力感を用いての相談面接や家庭訪問、モデリング

など自己効力感を高める教育介入などにより、子ども虐待発生の予防につながると考えら

れた。

c. 子ども虐待予防への取り組みへの知見
本研究から、子ども虐待傾向の関連要因として、妊娠期の母親の自己効力感との関連が

明らかとなったo また、赤ちゃんへの否定的な気持ちが高い傾向にある母親も少なからず

存在し、「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからないJに「はいJと回答した

母親が6割ほど存在していた。子ども虐待予防への取り組みとしては、行政機関を主体と

して実施されている訪問指導、乳幼児健康診査、健康教育、相談事業などがあり、子ども

虐待事例への関わりとして、保健所、保健センター、児童相談所や警察などの関連諸機関

が連携して支援を行っている。従来の支援策として、妊娠期からの予防的関わりとしては、

妊婦訪問や妊娠期の健康教育、母子健康手帳交付時の面接相談の3つがあげられる。妊娠

期のこれらの支援を行う際に、自己効力感に着目した支援を行うことで、妊娠期からの子

ども虐待予防への一助となると考える。

我が国は、 2014年に7月に、全国知事会が人口減少問題を議論し、「少子化非常事態宣言」

を採択した。少子化対策を国家的課題と位置づけ、結婚や出産、子育て支援の充実などに

政府とともに取り組むとして、少子化問題が危機的状況であることを伝えている。本研究

では、初産婦の母親に Bonding質問票の得点が高く、子どもへの否定的な気持ちが高い傾

向が示された。子育ての不安や悩みや負担感がある母親は、第2子出生確率が低いことが

報告されており 12 4）、初産婦の母親への有効な支援を行うことは、少子化対策の一助を担

うと考えられた。また、周産期における諸外国の先進的な取り組み12 5）を、我が国へ応用

することの検討も課題といえる。
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第V章本研究の限界と課題

本研究は、出産前後の母親を対象とした無記名自記式質問紙による横断および縦断的研

究であることなどから以下に挙げる限界が存在すると考えられる。

1）標本抽出の問題から、調査研究－ 1および調査研究－ 2の、 Bonding質問票の得点

分布をみると、調査対象は高い得点、群の対象者が少ないサンプルであったことが考え

られる。結果の解釈にあたってはこの点に留意する必要があり、今後は調査対象者数

を増やすなど研究データを積み重ね、 Bonding質問票の高得点者の背景要因を分析して

いくことが課題であると考えられた。

2）本研究では、Bonding質問票を用いて、子ども虐待傾向を捉えた。Bonding質問票には、

ネグレクトや子ども虐待のリスクなど育児上の問題に関連した項目を含んでいるが、

分析対象は4か月までの母親であった。今後は、 4か月以降の Bonding質問票の得点

の変化についても研究データを積み重ね、得点の変化について分析していくことが課

題であると考えられた。

3）本研究では、 GSESを用いて自己効力感を測定した。一般成人女性と比べてGSES得点の

平均値が低い結果であったが、出産前後の母親のGSES得点およびその変化については、

明確に示されていない。出産前後の母親の自己効カ感についても研究データを積み重

ね、得点の変化について分析していくことが課題であると考えられた。

4）調査研究－ 1では特定の地域における母親を対象にその結果が限定されている。調査

一2では、縦断的研究ではあるが、 1つのクリニックを受診している母親を対象にそ
の結果が限定されている。居住地域により、子育て文化や風習などの相違もあると考

えられ、同じ対象集団でも地域性による違いが結果に影響する可能性もある。一般化

するには、対象地域および対象者数を増やし検討を重ねていくことが今後の課題であ

ると考えられた。

5）調査研究 1および調査研究 2の各調査は、無記名自記式質問紙調査を用いて行つ

たが、各調査の回収率は、 70%前後となっており、自記式の調査としては比較的高い回

収率であった。しかし、佐藤12 6）は、子ども虐待による死亡事例の検証では、問題の

ある家庭では、母子健康手帳未発行や妊婦健診未受診、乳幼児健診未受診であること

が多いこと、つまり、子どもに関心が少なく、サービスに結びつきにくく、サービス

を求めない親が虐待に至っていることを指摘している。このことからも、質問紙調査

だけでは、子ども虐待予防の検討に十分な資料は得られるとはいえず、事例や質的調

査による検証を行っていくことが今後の課題であると考えられた。
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第VI章結語

本研究においては、子ども虐待傾向を Bonding質問票で捉え、子ども虐待傾向と関連す

る出産後の要因と、妊娠期から出産後の縦断的調査により、妊娠期からの関連要因と子ど

も虐待への予防的介入の可能性について着目した。

子ども虐待傾向では、Bonding質問票の得点が高い母親が少なからず存在していた。また、

「赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない」という、ネグレクトにつなが

るリスクを持っていることが考えられる項目には、約 60百の母親が「はい」と回答し、「赤

ちゃんを叩きたくなることがあるj という、身体的虐待につながるリスクを持っているこ

とが考えられる項目には、約1仰の母親が「はいJと回答していた。子ども虐待傾向を潜在

的にもっている母親が存在している可能性が示唆された。

出産後の、 Bonding、GSES、育児ストレス、 EPDSの回答時期別の得点をみると、回答時期

による得点の有意な差はみられなかったが、産後2か月はBondingの得点が高く、 EPDS9点

以上の産後うつ病の疑いがある母親の割合が高かった。また、 GSESは産後2-3か月が低

い｛頃向であった。

また、子ども虐待傾向について Bonding質問票を用いて測定したところ、出産後の要因

では、 GSES、育児ストレス、 EPDSとの関連が認められた。さらに、育児支援項目では、「実

母に何でも打ち明けられる」、「子どもを叩きたくなることがある」との関連が認められた。

特に、「子どもを叩きたくなることがあるjは、子ども虐待傾向の有無を有意に予測する項

目であった。同様に、妊娠期の要因との検討を行ったところ、 GSESは、子ども虐待傾向の

有無を有意に予測する項目であった。

子ども虐待の死亡事例の6割が0歳台で起きており、出産後早期からの支援は重要であ

る。しかしながら、日齢0日での死亡事例も存在し、妊娠期からの子ども虐待予防は重要

といえる。

しかし、子ども虐待による問題のある家庭では、母子健康手帳未発行や妊婦健診未受診、

乳幼児健診未受診であるなど、子どもに関心が少なく、サービスに結びつきにくく、サー

ビスを求めない親が虐待に至っていることが報告されている。質問紙調査だけでなく、子

ども虐待事例の検討や質的調査などによる検証を重ねていくことで、予防的介入が有効な

対象群と、個別支援が有効な対象群が明らかになると考えられ、更なる検討をしていくこ

とが今後の課題であると考えられた。

今後は、本調査結果を公表することで、子ども虐待予防への取り組みに大きく貢献する

ことが可能になると考えられた。
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第E章

図表およびグラフ



表1 対象者の属性 n=516 

項目 平均±SD 人数（%）
母親の属性
年齢 30.3±5.2 
出産歴

初産 285(55.2) 
経産 231(44.8) 

就業

あり 157(30.4) 

なし 359(69.6) 
母親学級受講

あり 257(49.8) 

なし 259(50.2) 
家族構成

核家族 441(85.5) 
祖父母と同居 75(14.5) 
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蓋2 Bonding. GSES，査盟スtレス，EPDSの固管堕塑lltli重虚分布 n=516 
Bonding GSES 育児ストレス EPDS 

回答時期 r、
平均値±SD 中央値 量小最大値平均値±SD 中央値 最小一畳太値平均値±SD 中央値 最小一最大憧平均値土SD 中央値 量1）、一最大値 9点以上

企整旦i

産後1か月 86 1.9土2.5 1.0 0 15 8.6±3.B 9.0 0 16 7.0±4 7 7.0 0 20 5.2±4.2 4.0 0-24 18(20.9) 

産後2か月 287 2.2土2.8 1.0 0 14 8.0±3.7 8.0 0 16 6.7土5.2 6.0 0-33 5.2±4.7 4.0 0-26 62(21.6) 

産後3か月 120 1.9土2.3 1.0 0 14 7.9士3.8 8.0 0-16 6.4土4.3 6.0 0-21 5.3±4.6 4.0 0-24 22(18.3) 

産後4か月 23 1.7土2.4 1.0 0 10 8.7土3.6 9.0 1-15 8.7土6.3 8.0 0-24 4.2士3.6 4.0 0-12 3(13.0) 

合計 516 2.0土2.6 1.0 0 15 B 1土3.7 8.0 。目16 6.8±5.0 6.0 0-33 5.2±4.6 4.0 0-26 105(20.3) 

品。



蓋3 Bondin£＜質問票‘ GSES.育児ストレス‘ EPDSの回答時期別得点比按
1カ、月 2由、月 3カハ月 4由、月
n=86 n=287 n=12（〕 n=23

Bonding 1.9±2.5 

GSESc注1) 8.6±3.8 

育児ストレス 7.0±4.7 

EPDSC注2) 5.2±4.2 

一元配置分散分析

ns：有意差なし

2.2±2.8 1.9士2.3 1.7土2.4

8.0土3.7 7.9士3.8 8.7土3.6

6.7土5.2 6.4±4.3 8.7土6.3

5.2±4.7 5.3土4.6 4.2士3.6

注1: General Self-Efficacy Scale （一般性自己効力感）

F値

0.75 

0.81 

1.45 

0.35 

注2:Edinburgh postnatal depression scale （ヱジンパラ産後うつ病質問票）
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表4 Bonding質園票と属性および盲児支援項gとの関連 平均値＋SD

n Bonding p f直

母親の属性

出産歴 あり 231 1.66±2.2 

なし 285 2.35土2.8
＊＊＊ 

就業 あり 157 2.13土2.8

なし 359 2.00土2.5

母親学級受講 あり 257 2.25土2.7

なし 259 1.83土2.4
＊＊ 

家族構成
核家族 441 2.13土2.7

祖父母と同居 75 1.53士1.8

育児支援項目

妊娠中の母体および胎児の異常の有無 あり 106 2.12±2.7 

なし 410 2.02±2.6 

流産、死産、出産後1年以内の子どもの死亡 あり 91 2.19±2.8 

なし 425 2.01 ±2.5 

心理的、精神的な問題での受診
あり 55 2.35士3.0

なし 461 2.00士2.6

夫に何でも打ち明けられる
はい 416 1.83士2.3

いいえ・いない 100 2.90士3.4
＊＊ 

実母に何でも打ち明けられる
はい 350 1.68±2.3 

いいえ・いない 166 2.80土3.0
＊＊＊ 

夫や実母以外の相談相手
いる 475 1.94土2.5

いいえ 41 3.24土3.3
＊＊ 

生活が苦しいなど経済的な不安
あり 231 2.08土2.6

なし 285 2.01土2.6

今の住環境への満足
満足 299 1.95土2.5

不満 217 2.16土2目7

家族や親しい人の病気や事故や死亡 あり 96 1.90土2.3

なし 420 2.07±2.7 

赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない lまい 315 2.53土2.7

いいえ 201 1.27士1.7
＊＊＊ 

赤ちゃんを叩きたくなることがある
はい 56 4.91 ±3.7 

いいえ 460 1.69±2.2 
＊＊＊ 

Mann Whitney U検定
**:Pく0,01 キ＊＊：P< 0.001 
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表5 圭どまt虐待傾向と国連玄益出産盆の要因の盆析
読明変数 (3 オッズ比 95首宿頼区間

GSESc注1) -0063 0.939 0.88 1.00 

育児ストレス 0.055 1.056 1.01 1.11 

EPDSc珪2) 0.070 1.073 1.02-1.13 

出産歴ホ1 0.076 0.926 0.59-1.46 

夫に何でも打ち明けられる•2 0.216 1.242 0.68 2.25 

実母に何でも打ち明けられる•2 0.739 0.478 0.30 0.77 

夫や実母以外の相談相手•3 0.418 0.659 0.31-1 39 

赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない叫 0.297 1.346 0 82-2 21 

赤ちゃんを叩きたくなることがあるH 1.728 5.627 2.77 11.45 

一項面ヲ天子面否回帰分析 HosmerとLemeshowの検定：且688
目的変数子ども虐待傾向なし（Bonding得点2点以下＝O），子ども虐待傾向あり（Bonding得点3点以上＝1)
判なし＝O，あり＝1
牟2いいえ・いない＝O，はい＝1
傘3いいえ＝O，いる＝1
事4いいえ＝O，はい＝1
*:P<0.05紳：P< 0.01紳＊：P<0.001
注1:Gene問ISelf--Ef日cacyScale（一般弛自己効力感）
注2:Edinburgh postnatal depression scale （ヱジンパラ産後うつ病質問票）
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表6 対象者の属性

母親の属性
年齢
出産歴

就業

母親学級受講

家族構成

里帰り

初産
経産

あり
なし

あり
なし

核家族
祖父母と同居

あり
なし

涯嘉吉京芳
平均±SD 人数（%）

30.0土4.7

48 

78(40.2) 
116(59.8) 

175(90.2) 
19(9.8) 

n=194 
雇夜羽明

平均土SD 人数（%）

30.3土5.8

131(67.5) 
63(32.5) 

64(33.0) 
130(67.0) 

106(54.6) 
88(45.4) 

171 (88.1) 
23(11.9) 

37(19.1) 
157(80.9) 



表7 GSESとBonding宣固票の得点分布 n=194 
平均値±SD 中央値 最小一最大値

GSES（妊娠8か月）（注1) 8.7±3.2 9.0 0 15 

GSES（産後2か月）（注1) 8.5士3.7 9.0 0-15 

Bonding質問票 1.9士2.6 1.0 0 15 

注1: General Sel←Efficacy Scale （一般性自己効力感）
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表8 GSESの妊娠期および出産後の比較

妊娠8か月

平均値±SD

GSESc注1) 8.7士3.2

Wilcoxonの符辱有き順位検定
ns：有意差なし

産後2か月

平均値士SD

8.5土3.7

z 

-0.856 

注1・GeneralSelf-Efficacy Scale （一般性自己効力感）
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蓋9 妊娠8か月時左産後2か月時のGSES合計得点および下位尺度の関連

妊娠8か月 GSES 
(16項目） I行動の積極性

GSES(l 6項目）借り

下位尺度項目

I 行動の積極性

E 失敗の対する不安

.786＊本

.712** 

.542林

E 能力の社会的位置づけ .532**

Pearsonの積率相関係数
*:P < 0.05 **:Pく0β1
注1: General Selト王冊目。yScale（一般性自己効力感）
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.711** 

.782林

.485** 

.284キ＊

下位尺度項目

E 失敗に対
する不安

.403** 

.316** 

.481** 

.182* 

E 能力の社
会的位置づけ

.492** 

.270キ＊

.185＊キ

.738** 



表10 GSESおよびBondinir質問葉土属性止の関連 平均値±SD(n)
GSES 

Bonding 一一一一一一一ー妊娠8か月 p値 産後2か月 凶直 pj直

母親の属性

出産歴
あり 8.54士3.7(63) 8.75士4.1(63) 1.37土2.1(63)

＊ 
なし 8.73±3.0(131) 8.34±3.5(131) 2.15±2.7(131) 

就業
あり 9.17土3.1(78) 9.11 ±3.8(64) 1.50± 1.8(64) 

なし 8.34±3.3(116) B目16±3.6(130) 2.09±2.8(130) 

母親学級受講
あり 8.99土3.1(106) 8.55土3.7(106) 2.01 ± 2.6(106) 

なし 8.28土3.3(88) 8.39土3.7(88) 1.76土2.5(88)

家族構成
核家族 B目的±3.3(175) 8.36±3.7(171) 2.00土2.7(171)

祖父母と同居 8.79土2.7(19) 9.30土3.6(23) 1.13±1.1(23) 

官、。、
呈帰り

あり 8.24±3.4(37) 8.30土3.8(37) 1.54土1.7(37) 

なし 8.77±3.2(157) 8.52±3.7(157) 1.98±2.7(157) 

Mann-Whitney E斎王
*:P < 0.05 



表，, GSESおよびBonding質問票と育児支揺項目との関連 平鈎｛置土SD{n)
GSES 

Bonding 
妊娠8か且 E値 産後2か月 E f直 Eli 

あり 8.48土3.4(33) 7.88±3.6(33) 2.12土2.3(33)
官民妊娠中の母体および胎児の異常の有無

なし 8.71士3.2(161) 8.60土3.7(161) 1.90士2.6(161)

あり 8.44±3.3(32) 8.00±3.5(32) 2.09士12.7(32)
流産、死産、出産後1年以内の子どもの死亡

なし 8.72±3.2(161) 8.56士3.7(161) 1.91土2.6(161)

あり 8.16土3.4(25) 7.76士3.7(25) 2.36土3.5(25)
心理的、精神的な問題での受診

なし 8.75士3.2(169) 8.58土3.7(169) 1.88土2.4(169)

はい 9.04土3.0(161) 8.84±3.5(161) 1.88±2.5(161) 
＊本 ＊＊ 夫に何でも打ち明けられる

いいえ・いない 6.85±3.7 (33) 6.67±3.9(33) 2.21土3.0(33)

はい 8.69士3.0(126) 8.42土3.6(126) 1.72士2.4(126)
実母に何でも打ち明けられる

いいえ・いない 8.63土3.6(68) 8.57士3.9(68) 2.34土2.8(66)

いる 8.89±3.1 (177) 8.64±3.6(177) 1.90土2.6(177)
＊＊ ＊ 。司 夫や実母以外の相談相手

いない 6.35±3.7(17) 6.71土3.9(17) 2.35士2.4(17)。3

あり 8.33±3.3 (66) 8.17士3.7(66) 1.91±32.2(66) 
生活が苦しいなど経済的な不安

なし 8.84土3.2(128) 8.63±3.7(128) 1.95土2.8(128)

満足 8.96士3.0(117) 8.69土3.5(117) 1.76土2.3(117)
今の住環境への満足

不満 8.23土3.5(77) 8.14士3.9(77) 2.21 ±3.0(77) 

あり 8.23土3.0(30) 7.93±3.6(30) 1.40土1.5(30)
家族や親しい人の病気や事故や死亡

なし 8.75士3.3(164) 8.57土3.7(164) 2.04士2.7(164) 

はい 8.42土3.3(116) 7.95士3.7(116) 2.38土2.8(116)
＊ ＊ ＊＊＊ 赤ちゃんがむずかったり、泣いている理由がわからない

いいえ 9.04±3.1 (78) 9.26土3.6(78) 1.28±2.1 (78) 

はい 6.84土3.5(19) 5.89士3.9(19) 4.89±3.8(19) 
＊ ＊ ＊＊＊ 赤ちゃんを叩きたくなることがある

いいえ 8.87土3.2(175) 8.75±3.6 (175) 1.62土2.2(175) 

Mann-Whitney U夜更
*:P < 0.05 **:P < 0.01 ***:P < 0.001 



表12 子どま』虐待傾自と国連す益妊娠期の要因の分析
説明変数 (}_ オッズ比 95百信車道区間

GSES〔妊娠8か月）（珪1) -0209 0.812 

出産歴取1 -0770 0.463 

夫に何でも打ち明けられる刊 0.301 1.351 

実母に何でも打ち明けられる•2 0.593 0.553 

夫や実母以外の相談相手本3 0.074 0.929 

一項ロジス子ツウ回帰分析 H。smer.!:'Lemeshowの検定0.564
目的変数：子ども虐待傾向なし（Bonding得点2点以下＝O），子ども虐待傾向あり（Bonding得点3点以上＝1)
判なし＝O，あり＝1
*2 いいえ・いない＝O，はい＝1
*3 いいえ＝O，いる＝1
***: p < 0.001 
注1: General Self-Efficacy Scale （一般性自己効力感）
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0.72-0.92 

021-1.04 

0.49-3.69 

0.25 1.22 

0.30 2.93 

p f直

＊＊＊ 
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